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 (c) 業務の目的 

最先端の火山研究を実施する大学や研究機関、火山防災を担当する国の機関や地方自

治体、また、それらをサポートする民間企業からなるコンソーシアムを構築し、多様な

火山現象の理解の深化、国際連携を強めた最先端の火山学研究を進めるとともに、高度

社会の火山災害軽減を図る災害科学の一部を担うことのできる、次世代の火山研究者を

育成することを目的とする。 

大学院修士課程と博士課程の学生を主な対象とし、各大学で開講されている火山学関

連の講義や実習をできる限り体系化し、主要3分野（地球物理学、地質・岩石学、地球

化学）を中心に、学際的な火山学を系統的に学べる環境を整える。社会科学、工学等の

分野の特別講義・セミナーを実施するとともに、火山防災に関連したセミナーやインタ

ーンシップを提供する。博士課程の学生には、より高度な火山研究の実践能力を養い、

火山防災の知識と応用力を涵養するためのプログラムを提供する。以上により、次世代

の火山研究人材を養成する。プログラムの内容については、受講生の意見を聞き、可能

な限りフィードバックするようにする。また、火山学および火山防災に関するテキスト

や、火山のフィールドのテキストを作成する。学協会（日本火山学会等）や、海外の教

育・研究機関とも連携して、国内外の活動的火山でフィールド実習を実施する。これら

のカリキュラムは、大学院生のみならず、国の機関や地方自治体の職員も受講できるよ

うに設計する。また、Asian Consortium of Volcanologyやイタリア火山学コンソーシ

アム（CIRVULC）とも連携し、アジア諸国をはじめとする諸外国で火山研究を志す大学

院生や火山監視業務等にあたる機関の研究者等と連携した教育プログラムを作成する

とともに、全国規模のコンソーシアムの運営に相応しい教育環境（遠隔授業環境整備、

ホームページ運営、キャリア開発支援（リサーチアシスタント制度やインターンシップ

制度の活用や学会等での研究発表活動、キャリアパス意識啓発等）の整備を行う。さら

に、コンソーシアムを修了した学生の受け皿となる気象庁や国土地理院等に、コンソー

シアムで育成する人材を説明する。 

また、次世代火山研究推進事業と積極的に連携し、10 年後のプロジェクト終了時にお

いて継続的に有効な教育ができることを念頭に、教育の実施方法や運営体制を整備する。 

 

(d) １０か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成 28 年度： 

・事務局の設立およびコンソーシアム参加機関および協力機関間で協定書の締結 

・人材育成運営委員会の実施 

・受講生の募集と決定 

・コンソーシアム参加機関・協力機関（大学）の公募 

・教育プログラムの内容の検討 

・火山セミナーの実施 

・フィールド実習の実施（霧島山） 

・次年度の学生追加募集（3 月） 

 


